
道路街路課

街路担当

5056

番号 事業名 会計 款 項 目 説明事業

B4
無電柱化推進（街路）事業費（公共） 土木費 街路事業費 社会資本整備総合交付金（街路）事業費

都市計画法第５９条第２項 宣言項目 03 大地震など危機への備えの強化

分野施策 020517 地震に備えたまちづくり

１　事業概要 ５　事業説明

２　事業主体及び負担区分

３　地方財政措置の状況

４　事業費に係る人件費、組織の新設、改廃及び増員

 

予算額

財　　源　　内　　訳

一般財源
国庫支出金 分担金・負担金 県　債

決定額 776,820 427,251 69,914 279,000 655 941,000

現計額 164,180 90,299 14,776 59,000 105

令和 2年度予算見積調書(9月補正予算)
課室名:

担当名:

内線: (単位：千円)

一般会
計

都市計
画費

事 業
期 間

令和 2年度～ 根 拠
法 令令和10年度

　災害時における道路の通行空間の確保のため、無電柱
化の整備を推進し、市街地の強靭化と安全を創出する。

　国庫支出金の内定に伴う所要の補正

（１）地域活力基盤創造事業　　　776,820千円

（１）事業内容
　
　　阪神・淡路大震災や熊本地震等のこれまでの災害で、電柱等が倒壊し避難活動や救急活動に支障となったことから、
　今後予測されている首都直下地震等に備え、災害時の道路の通行空間の確保を目的として無電柱化の整備を実施する。
　
　　国庫支出金の内定に伴う所要の補正　　　776,820千円

（２）事業計画

　　都市計画道路東武動物公園駅東口通り線（宮代町・杉戸町）　外　3箇所

（３）事業効果

　　低コスト手法を用いて無電柱化のスピードアップを図り、県民の命と財産を守る「強い安心安全」の道路空間を早期
　に創出することで、都市インフラの強靭化に寄与する。

　（国5.5/10・県3.6/10・市0.9/10）

　公共事業等債
　充当率90％（通常分50％　財対分40％）
　交付税措置　財対分50％

補正後の
予算額

― 県土整備部 B4 ―
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